
 

 

  第59号議案 
 

令和３年２月４日 
試 験 課 

 
 
 
 

令和３年度警視庁警察行政職員（行政系）採用試験の実施に関する 

権限の委任及び実施計画の承認について 
 
 
 
 
 

 令和３年１月20日付監.警.人２.採２第331号により警視総監から申請のあったこの

ことについて、申請のとおり権限を委任し、実施計画を承認する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項  目 内             容 

１ 概   要 令和３年度に実施する警視庁職員（行政系）採用試験のうち、試験案内の発表から

第１次合格者の決定・発表・通知までの実施権限のすべてを、職員の競争試験及び選

考の委任に関する規則第２条の規定に基づき警視総監に委任し、同規則第３条第１項

の規定に基づき実施計画を承認する。 

なお、第２次試験以降については昭和38年以降、包括委任済みである。 

２ 委 任 理 由 １ 募集段階から警視庁で独自の募集活動を行うことにより、警視庁の業務に理解の

ある有用な人材を確保できる。 

２ 第１次試験の一部の問題、第２次試験の評定等独自の視点で試験が実施でき、警

視庁に適した人材が確保できる。 

３ 職員の採用を、計画的に責任を持って実施することは、警視庁にとって組織人事

管理上からも好ましく、職員全体のモラールの向上に寄与する。 

３ 受 験 資 格 

及   び 

  試 験 方 法 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 警視庁警察行政職員が、同一職種の採用試験を受験する場合は、身体検査及び適

性検査は免除とする。 

※ 年齢は、試験を行う日の属する年度の３月31日における年齢を示す。 

区  分 Ⅰ類 Ⅲ類 

主な 

受験資格 

22歳以上30歳未満 

又は 

22歳未満かつ大学卒業（見込） 

18歳以上22歳未満 

第1次試験 

・教養試験 

・専門試験 

・論文 

・教養試験 

・専門試験（電気のみ） 

・作文 

第2次試験 

(包括委任) 

・口述試験（個別面接） 

・身体検査 

・適性検査 

４ 採用予定数                      （単位：人程度） 

試験区分 令和３年度予定数 対前年増減 

Ⅰ 類 事 務 ４０ －２０ 

土 木 １ ±０ 

建 築 ３ ±０ 

機 械 ２ ±０ 

電 気 １２ ＋１ 

心 理 ４ ＋１ 

Ⅲ 類 事 務 ２０ －１０ 

電 気 ６ ±０ 

合  計 ８８ 
 

５ 申込受付期間  

６ 試 験 日  

 

 

 

(注１) 下線部分は人事委員会と同一日。 
 

Ⅰ類 
郵送：４月１日（木）から４月８日（木）まで（消印有効） 

インターネット：４月１日（木）10時から４月９日（金）10時まで 

Ⅲ類 
郵送：６月21日（月）から７月29日（木）まで（消印有効） 

インターネット：６月21日（月）10時から７月30日（金）10時まで 

 
 第１次試験日 第１次合格発表 第２次試験日 最終合格発表 

Ⅰ 類 ５月２日（日） ５月28日（金） ６月12日（土） ８月下旬 

Ⅲ 類 ９月12日（日） 10月１日（金） 10月17日（日） 12月下旬 

 



監 .警 .人２ .採２第３３１号 
令 和 ３ 年 １ 月 ２ ０ 日  
令和３年３月３１日まで保存  

 
東京都人事委員会  
委員長  青 山  佾 殿 

 
警 視 総 監  
斉   藤    実  

 
令和３年度警視庁警察行政職員（行政系）採用試験の権限委任及び試験の承認に

ついて（申請） 
警視庁警察行政職員採用試験を下記のとおり実施したいので、職員の競争試験及び選

考の委任に関する規則第２条の規定に基づき試験に関する権限を委任していただきた

く申請します。また、同規則第３条第１項の規定に基づき試験の実施計画について承認

いただきたく併せて申請いたします。 
記 

（権限の委任） 
１ 委任を受けたい種類及び職種 
 (1) 試験の種類 
  ア 警視庁警察行政職員（行政系）Ⅰ類採用試験 
  イ 警視庁警察行政職員（行政系）Ⅲ類採用試験 
 (2) 対象職種 
  ア Ⅰ類（事務、土木、建築、機械、電気、心理） 
  イ Ⅲ類（事務、電気） 
２ 採用又は昇任の別 
  採用 
３ 委任を受けたい理由 
 (1) 職員の採用を計画的に実施することが可能となり、より適正な人事管理を図るこ

とができる。 
 (2) 業務内容に当庁特有の独自性、専門性が求められており、当庁独自の視点で採用

試験を実施することにより、当庁に適した人材が確保できる｡ 
 (3) 募集段階から当庁において独自の募集活動を行うことにより、当庁の業務に理解

を有する受験者の応募が期待でき、ひいては、当庁に理解のある有用な人材を確保

できる。また、職員の人材育成の面にも好ましい影響が生じ、職員全体のモラール



の向上を図ることができる。 
４ 試験の実施概要 
  (1) 年間実施見込回数 

２回 

試験会場は警視庁警察学校及び都内大学施設等を予定 
  (2) 年間受験者見込数 

類 採用職種 受験者見込数 

Ⅰ類 

事   務 ６００名程度 
土   木 １０名程度 
建   築 ２０名程度 
機   械 ２０名程度 
電   気 ３０名程度 
心  理 ４０名程度 

Ⅲ類 
事   務 ５００名程度 
電   気 ３０名程度 

合      計 １，２５０名程度 
  (3) 年間任用見込数 

類 採用職種 任用予定人員 

Ⅰ類 

事   務 ４０名程度 
土   木 １名程度 
建   築 ３名程度 
機   械 ２名程度 
電   気 １２名程度 
心  理 ４名程度 

Ⅲ類 
事   務 ２０名程度 
電   気 ６名程度 

合      計 ８８名程度 
  (4) 試験の実施方法 
   ア  実施計画に基づき実施し、試験終了後に結果を報告する。 
   イ  原則として、募集のＰＲ活動は当庁において実施する。 
 

類 第一次試験日 第一次発表日 第二次試験日 最終発表日 

Ⅰ類 ５月 ２日 ５月２８日 ６月１２日 ８月下旬 

Ⅲ類 ９月１２日 １０月１日 １０月１７日 １２月下旬 



５ 採用の時期 
    令和４年４月以降、採用候補者名簿に基づき、順次採用する。 
    ただし、欠員状況等により、令和４年３月以前に採用する場合もある。 
６ その他 

警視庁警察行政職員が同一職種の採用試験を受験する場合には、身体検査及び適性

検査は免除とする。 



（実施計画） 

 

１ 試験の名称 

    警視庁警察行政職員(Ⅰ類、Ⅲ類)採用試験 

２ 試験の対象となる職の種類 

(1) Ⅰ類（事務、土木、建築、機械、電気、心理） 

  (2) Ⅲ類（事務、電気） 

３ 任用予定人員及び受験者見込数 

類 職 種 任用予定人員 受験者見込数 

Ⅰ類 

事 務 ４０名程度 ６００名程度 

土 木 １名程度 １０名程度 

建 築 ３名程度 ２０名程度 

機 械 ２名程度 ２０名程度 

電 気 １２名程度 ３０名程度 

心 理 ４名程度 ４０名程度 

Ⅲ類 
事 務 ２０名程度 ５００名程度 

電 気 ６名程度 ３０名程度 

合   計 ８８名程度 １,２５０名程度 

４  募集の方法 

    原則として、募集のＰＲ活動は当庁において実施する。 

５  主な受験資格 

６  試験の日程及び場所 

    試験会場は警視庁警察学校及び都内大学施設等を予定 

類 職種 受   験   資   格 

Ⅰ類 

事務 

土木 

建築 

機械 

電気 

心理 

日本国籍を有する人で、平成４年４月２日から平成 12年４月１日

までに生まれた人 

平成 12 年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法に基づく大学

（短期大学を除く。）を卒業した人（令和４年３月までに卒業する

見込みの人を含む。）又はこれと同等の資格があると認められる人 

Ⅲ類 
事務 

電気 

日本国籍を有する人で、平成 12 年４月２日から平成 16 年４月１

日までに生まれた人 

類 第一次試験日 第一次発表日 第二次試験日 最終発表日 

Ⅰ類 ５月 ２日  ５月２８日  ６月１２日 ８月下旬 

Ⅲ類  ９月１２日 １０月１日 １０月１７日 １２月下旬 



 ７ 申込受付期間 
類 申込受付期間 

Ⅰ類 
郵  送：４月１日（木）から４月８日（木）まで（消印有効） 
ネット：４月１日（木）１０：００から４月９日（金）１０：００まで 

Ⅲ類 
郵  送：６月２１日（月）から７月２９日（木）まで（消印有効） 
ネット：６月２１日（月）１０：００から７月３０日（金）１０：００まで 

８  試験の種類及び方法 

    Ⅲ類については、電気のみ専門試験を実施 

９  合格決定の基準 

    第一次試験、第二次試験及び受験資格の確認の結果を総合して決定する。 

類 第一次試験 第二次試験 

Ⅰ類 教養試験 専門試験 論文 口述試験 身体検査 適性検査 

Ⅲ類 教養試験 専門試験 作文 口述試験 身体検査 適性検査 



 

        

  第60号議案 
 

令和３年２月４日 
試 験 課 

 
 
 
 
 
 

令和３年度警視庁警察行政職員Ⅰ類（通訳等）採用選考の 

権限の委任並びに基準及び方法の承認について 

 
 
 
 
 

令和３年１月20日付監.警.人２.採２第332号により警視総監から申請のあったこ

のことについて、申請のとおり権限を委任し、選考の基準及び方法を承認する。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項  目 内             容 

１ 概  要 令和３年度警視庁警察行政職員Ⅰ類採用選考について、職員の競争試験及び選考の委任に
関する規則第４条に基づき警視総監に委任し、同規則第５条第１項の規定に基づき選考の基
準及び方法を承認する。 

２ 委任理由 
 

１ 募集段階から警視庁で独自の募集活動を行うことにより、警視庁に理解のある有用な人

材を確保できる。 

２ 第１次選考、第２次選考の評定等独自の視点で選考が実施でき、警視庁に適した人材が

確保できる。 

３ 職員の採用を、計画的に責任を持って実施することは、警視庁にとって組織人事管理上
からも好ましく、職員全体のモラールの向上に寄与する。 

３ 受験資格､ 
  職務内容 

及  び 
選考方法 

 

（１）受験資格、職務内容 

 ※ 大学卒業には、令和３年３月卒業見込を含む。 
※ 年齢は、試験を行う日の属する年度の３月31における年齢を示す。 
 

（２）選考方法 
 
 
 
 

区分 
主な受験資格 

職務内容 
年齢 学歴等 

通  訳 

22歳以上 
40歳未満 

大学を卒業し、通訳に必要な専門知識を有
する人 

通訳の職務 

鑑識技術 
(化 学) 

大学の化学科、薬学科、化学工学科又はこ
れらと関連のある学科を卒業した人 

犯罪捜査の理化学鑑
識に関する職務 鑑識技術 

(文書鑑定) 

大学の理工学部等で、データサイエンス、
情報工学、光工学又はこれらと関連のある
学科を卒業した人 

交通技術 
大学の工学部等で、土木工学、交通工学、
都市工学又はこれらと関連のある学科を
卒業した人 

交通規制及びそれに
関連する諸施設の調
査、研究の職務 

運転免許試験 

運転免許試験官として必要な各種自動車
の運転技能、運転適性及び自動車の構造、
特性、並びに道路交通法令等に関する高度
な知識を有する人 

警視庁運転免許試験
場における自動車の
運転免許試験に関す
る職務 

項  目 選考方法 

第１次選考 ・教養試験 ・専門試験 ・論文 

第２次選考 ・口述試験（個別面接） ・身体検査 ・適性検査 

４ 採  用 
  予 定 数 

（単位：人程度） 

職種・選考区分 令和２年度予定数 対前年増減 

通訳 
ベトナム語 １ ±０ 

ネパール語 １ ＋１ 

鑑識技術 
化学 ２ ±０ 

文書鑑定 ２ ±０ 

交通技術 ３ ±０ 

運転免許試験 １ ±０ 

合  計  １０ 

５  申込受付期間 郵送：４月１日（水）から４月８日（木）まで（消印有効） 

６  選 考 日 
 

第１次選考日 第１次合格発表日 第２次選考日 最終合格発表日 

５月２日（日） ５月28日（金） ６月12日（土） ８月下旬 

※ 下線部分は人事委員会と同一日。 
 



監 .警 .人２ .採２第３３２号 
令 和 ３ 年 １ 月 ２ ０ 日  
令和３年３月３１日まで保存 

 
東京都人事委員会  
委員長  青 山  佾 殿 

 
警 視 総 監  
斉   藤    実  

 
令和３年度警視庁警察行政職員Ⅰ類採用選考の権限委任及び選考の承認について

（申請） 
警視庁警察行政職員Ⅰ類採用選考を下記のとおり実施したいので、職員の競争試験及

び選考の委任に関する規則第４条の規定に基づき選考に関する権限を委任していただ

きたく申請します。また、同規則第５条第１項の規定に基づき選考の基準及び方法につ

いて承認いただきたく併せて申請いたします。 
記 

（権限の委任） 
１ 委任を受けたい種類及び職種 
(1) 選考の種類 

警視庁警察行政職員Ⅰ類採用選考 
(2) 対象職種 

通訳（ベトナム語、ネパール語）、鑑識技術（化学、文書鑑定）、交通技術、 
運転免許試験 

２ 採用又は昇任の別 
採用 

３ 委任を受けたい理由 
(1) 職員の採用を計画的に実施することが可能となり、より適正な人事管理を図るこ

とができる。 
(2) 業務内容に当庁特有の独自性、専門性が求められており、当庁独自の視点で採用

試験を実施することにより、当庁に適した人材が確保できる。 
(3) 募集段階から当庁において独自の募集活動を行うことにより、当庁の業務に理解

を有する受験者の応募が期待でき、ひいては、当庁に理解のある有用な人材を確保



できる。また、職員の人材育成の面にも好ましい影響が生じ、職員全体のモラール

の向上を図ることができる。 
４ 選考の実施概要 
(1) 年間実施見込回数 

１回 

類 第一次選考日 第一次発表日 第二次選考日 最終発表日 

Ⅰ類 ５月 ２日 ５月２８日 ６月１２日   ８月下旬 

選考会場は警視庁警察学校及び都内大学施設等を予定 
 (2) 年間受験者見込数 

類 採用職種 受験者見込数 

Ⅰ類 

通 訳（ベトナム語） １０名程度 

通 訳（ネパール語） １０名程度 

鑑識技術（化 学） ３０名程度 

鑑識技術（文書鑑定） ２０名程度 

交 通 技 術 ２０名程度 

運 転 免 許 試 験  ２０名程度 

合   計 １１０名程度 

(3) 年間任用見込数 

類 採用職種 任用予定人員 

Ⅰ類 

通 訳（ベトナム語） １名程度 

通 訳（ネパール語） １名程度 

鑑識技術（化 学） ２名程度 

鑑識技術（文書鑑定） ２名程度 

交 通 技 術 ３名程度 

運 転 免 許 試 験  １名程度 

合   計 １０名程度 

(4) 選考の実施方法 
ア 選考の基準及び方法に基づき実施し、選考終了後に結果を報告する。 
イ 原則として、募集のＰＲ活動は当庁において実施する。 

５ 採用の時期 
  令和４年４月以降欠員の状況に応じて採用する。 
  ただし、欠員状況等により、令和４年３月以前に採用する場合もある。 



（選考の基準及び方法） 

 

１ 選考の名称 

    警視庁警察行政職員Ⅰ類採用選考 

２ 選考の対象となる職の種類 

  通訳（ベトナム語、ネパール語）、鑑識技術（化学、文書鑑定）、交通技術、 

  運転免許試験 

３ 任用予定人員及び受験者見込数 

類 職   種 任用予定人員 受験者見込数 

Ⅰ類 

通 訳（ベトナム語） １名程度 １０名程度 

通 訳（ネパール語） １名程度 １０名程度 
鑑識技術（化 学） ２名程度 ３０名程度 

鑑識技術（文書鑑定） ２名程度 ２０名程度 

交 通 技 術 ３名程度 ２０名程度 

運 転 免 許 試 験  １名程度 ２０名程度 

合    計 １０名程度 １１０名程度 

４  募集の方法 
    原則として、募集のＰＲ活動は当庁において実施する。 

５  主な受験資格 

類 職 種 受   験   資   格 

 

 

 

 

 

Ⅰ類 

 

 

 

 

 

通 訳 

日本国籍を有し、大学を卒業若しくは令和４年３月までに卒業

する見込みの人で、通訳に必要な専門知識を有する人（大学卒

業と同等の資格があると認められる人を含む） 

(昭和 57年４月２日から平成 12年４月１日までに生まれた人) 

鑑識技術 

（化 学） 

日本国籍を有し、大学の化学科、薬学科、化学工学科又はこれ

らと関連のある学科を卒業若しくは令和４年３月までに卒業す

る見込みの人（大学卒業と同等の資格があると認められる人を

含む） 

（昭和57年４月２日から平成12年４月１日までに生まれた人） 

鑑識技術 

（文書鑑定） 

日本国籍を有し、大学の理工学部等で、データサイエンス、情

報工学、光工学又はこれらと関連のある学科を卒業若しくは令

和４年３月までに卒業する見込みの人（大学卒業と同等の資格

があると認められる人を含む） 

（昭和57年４月２日から平成12年４月１日までに生まれた人） 



     ※  平成 12 年４月２日以降に生まれた人で、学校教育法に基づく大学（短期大

学を除く。）を卒業した人（令和４年３月までに卒業する見込みの人を含む）

又はこれと同等の資格があると認められる人を含む。 

６  選考の日程及び場所 

    選考会場は警視庁警察学校及び都内大学施設等を予定 

７ 申込受付期間 
類 申込受付期間 

Ⅰ類 郵  送：４月１日（木）から４月８日（木）まで（消印有効） 

８  選考の種類及び方法 

 (1) 第一次選考 

  ア 教養試験 

  イ 専門試験 

  ウ 論文 

 (2) 第二次選考 

  ア 口述試験 

  イ 身体検査 

  ウ 適性検査 

９  合格決定の基準 

    第一次選考、第二次選考及び受験資格の確認の結果を総合して決定する。 

 

 

 

 

 

Ⅰ類 

 

 

 

 

交通技術 

日本国籍を有し、大学の工学部等で、土木工学、交通工学、都

市工学又はこれらと関連のある学科を卒業若しくは令和４年３

月までに卒業する見込みの人（大学卒業と同等の資格があると

認められる人を含む） 

（昭和57年４月２日から平成12年４月１日までに生まれた人） 

運 転 免 許 

試 験 

日本国籍を有し、運転免許試験官として必要な各種自動車の運

転技能、運転適性及び自動車の構造、特性、並びに道路交通法

令等に関する高度な知識を有する人 

（昭和57年４月２日から平成12年４月１日までに生まれた人） 

類 第一次選考日 第一次発表日 第二次選考日 最終発表日 

Ⅰ類 ５月 ２日   ５月２８日   ６月１２日 ８月下旬 



 

  第61号議案 
 

令和３年２月４日 
試 験 課 

 
 
 
 
 

令和３年度障害者を対象とする警視庁警察行政職員Ⅲ類採用選考の 

権限の委任並びに基準及び方法の承認について 
 
 
 
 
 

令和３年１月20日付監.警.人２.採２第333号により警視総監から申請のあったこの

ことについて、申請のとおり権限を委任し、選考の基準及び方法を承認する。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



項  目 内             容 

１ 概  要 令和３年度障害者を対象とする警視庁警察行政職員Ⅲ類採用選考について、職員

の競争試験及び選考の委任に関する規則第４条に基づき警視総監に委任し、同規則

第５条第１項の規定に基づき選考の基準及び方法を承認する。 

２ 委任理由 １ 募集段階から警視庁で独自の募集活動を行うことにより、警視庁に理解のある

有用な人材を確保できる。 

２ 第１次選考の一部の問題、第２次選考の評定等独自の視点で選考が実施でき、

警視庁に適した人材が確保できる。 

３ 採用を、計画的に責任を持って実施することは、警視庁にとって組織人事管理

上からも好ましく、職員全体のモラールの向上に寄与する。 

３ 受験資格  

  及  び  

  選考方法 

 

区  分 Ⅲ類事務 

主な受験資格 18歳以上40歳未満で、以下のいずれかに該当する人 

・身体障害者手帳の交付を受けている人 

・都道府県知事又は政令指定都市市長が発行する療育手帳の

交付を受けている人 

・児童相談所等により知的障害者であると判定された人 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人 

第１次選考 ・教養試験 

・作  文  

第２次選考 ・口述試験（個別面接） 

・身体検査 

※ 年齢は、試験を行う日の属する年度の３月31日における年齢を示す。 

４ 採用予定数                       （単位：人程度）  

選考区分 令和３年度予定数 対前年増減 

 Ⅲ 類  事 務 ５ ±０ 
 

５ 申込受付期間 郵送：６月21日（月）から７月29日（木）まで（消印有効） 

６ 選 考 日 
 

第１次選考日 第１次合格発表日 第２次選考日 最終合格発表 

９月12日(日) 10月１日(金) 10月17日(日) 12月下旬 

 ※ 下線部分は人事委員会と同一日。 

 



監.警.人２.採２第３３３号  

令 和 ３ 年 １ 月 ２ ０ 日 

令和３年３月３１日まで保存 

 

東京都人事委員会  

委員長  青 山  佾 殿 
 

警 視 総 監  
斉   藤    実  

 

令和３年度障害者を対象とする警視庁警察行政職員Ⅲ類採用選考の権限委任及び

選考の承認について（申請） 

警視庁警察行政職員Ⅲ類採用選考を下記のとおり実施したいので、職員の競争試験及

び選考の委任に関する規則第４条の規定に基づき選考に関する権限を委任していただ

きたく申請します。また、同規則第５条第１項の規定に基づき選考の基準及び方法につ

いて承認いただきたく併せて申請いたします。 
記 

（権限の委任） 

１ 委任を受けたい種類及び職種 

 (1) 選考の種類 

   障害者を対象とする警視庁警察行政職員Ⅲ類採用選考 

 (2) 対象職種 

   事務 

２ 採用又は昇任の別 

  採用 

３ 委任を受けたい理由 

 (1) 職員の採用を計画的に実施することが可能となり、より適正な人事管理を図るこ

とができる。 

 (2) 業務内容に当庁特有の独自性、専門性が求められており、当庁独自の視点で採用

選考を実施することにより、当庁に適した人材が確保できる｡ 

 (3) 募集段階から当庁において独自の募集活動を行うことにより、当庁の業務に理解

を有する受験者の応募が期待でき、ひいては、当庁に理解のある有用な人材を確保

できる。また、職員の人材育成の面にも好ましい影響が生じ、職員全体のモラール

の向上を図ることができる。 

 



４ 選考の実施概要 

  (1) 年間実施見込回数 

１回 

選考会場は警視庁警察学校及び都内大学施設等を予定 

  (2) 年間受験者見込数 

類 採用職種 受験者見込数 

Ⅲ類 事  務 ５０名程度 

  (3) 年間任用見込数 

類 採用職種 採用予定人員 

Ⅲ類 事  務 ５名程度 

  (4) 選考の実施方法 

   ア  選考の基準及び方法に基づき実施し、選考終了後に結果を報告する。 

   イ  原則として、募集のＰＲ活動は当庁において実施する。 

５ 採用の時期 

    令和４年４月以降欠員の状況に応じて採用する。 

類 第一次選考日 第一次発表日 第二次選考日 最終発表日 

Ⅲ類 ９月１２日   １０月１日 １０月１７日 １２月下旬 



（選考の基準及び方法） 

 

１ 選考の名称 

    障害者を対象とする警視庁警察行政職員Ⅲ類採用選考 

２ 選考の対象となる職の種類 

  事務 

３ 任用予定人員及び受験者見込数 

 

 

 

 

４  募集の方法 

    原則として、募集のＰＲ活動は当庁において実施する。 

５  主な受験資格 

６  選考の日程及び場所 

    選考会場は警視庁警察学校及び都内大学施設等を予定 

７ 申込受付期間 
類 申込受付期間 
Ⅲ類 郵  送：６月２１日（月）から７月２９日（木）まで（消印有効） 

８  選考の種類及び方法 

 (1) 第一次選考 

  ア 教養試験 

  イ 作文 

 (2) 第二次選考 

  ア 口述試験 

  イ 身体検査 

９  合格者の決定方法 

    第一次選考、第二次選考及び受験資格の確認の結果を総合して決定する。 

類 職   種 任用予定人員 受験者見込数 

Ⅲ類 事   務 ５名程度 ５０名程度 

類 職種 受   験   資   格 

Ⅲ類 事務 

日本国籍を有し、昭和 57年４月２日から平成 16年４月１日まで

に生まれた人で、以下のいずれかに該当する人 

・身体障害者手帳の交付を受けている人 

・都道府県知事又は政令指定都市市長が発行する療育手帳の

交付を受けている人 

・児童相談所等により知的障害者であると判定された人 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人 

類 第一次選考日 第一次発表日 第二次選考日 最終発表日 

Ⅲ類 ９月１２日   １０月 1日 １０月１７日 １２月下旬 



 

 

  第62号議案 
 

令和３年２月４日 
試 験 課 

 
 
 
 
 

令和３年度東京消防庁職員（行政系）採用試験の実施に関する 

権限の委任及び実施計画の承認について 
 
 
 
 
 

令和３年１月20日付２人人第1813号により消防総監から申請のあったこのことについて、

申請のとおり権限を委任し実施計画を承認する。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

項  目 内             容 

１ 概  要 令和３年度東京消防庁職員（行政系）採用試験の実施について、職員の競争試験

及び選考の委任に関する規則第２条の規定に基づき消防総監に委任し、同規則第３

条第１項の規定に基づき実施計画を承認する。 

２ 委任理由 １ 募集段階から東京消防庁で独自の募集活動を行うことにより、東京消防庁に理

解のある有用な人材を確保できる。 

２ 第１次試験の一部の問題、第２次試験の評定等独自の視点で選考が実施でき、

東京消防庁に適した人材が確保できる。 

３ 職員の採用を、計画的に責任を持って実施することは、東京消防庁にとって組

織人事管理上からも好ましく、職員全体のモラールの向上に寄与する。 

３ 受験資格   

及  び   

試験方法 

 

区  分 Ⅰ類 Ⅲ類 

主な 

受験資格 

22歳以上30歳未満 

又は 

22歳未満かつ大学卒業（見込） 

18歳以上22歳未満 

第１次試験 

・教養試験 

・専門試験 

・論文 

・教養試験 

・適性検査 

・作文 

第２次試験 

・口述試験（個別面接） 

・身体検査 

・適性検査 

・口述試験（個別面接） 

・身体検査 

(注１) 東京消防庁職員が採用試験を受験する場合、身体検査及び適性検査は免

除とする。 

(注２) 年齢は、試験を行う日の属する年度の３月31日における年齢を示す。 

４ 採用予定数                        （単位：人） 

区 分 令和３年度予定数 対前年増減 

Ⅰ 類 事 務 ２ ＋１ 

Ⅲ 類 事 務 ２ ＋１ 
 

５ 申込受付期間  

６ 試 験 日  

 第１次試験日 第１次合格発表 第２次試験日 最終合格発表 

Ⅰ類 ５月２日(日) ５月25日(火) ６月３日(木) ６月18日(金) 

Ⅲ類 ９月12日(日) ９月27日(月) 10月８日(金) 10月22日(金) 

 (注１) 下線部分は人事委員会と同一日。 

 

Ⅰ類 インターネット：４月２日（金）から４月８日（木）17時まで 

Ⅲ類 インターネット：７月８日（木）から８月６日（金）17時まで 

 









 

  第63号議案 
 

令和３年２月４日 
試 験 課 

 
 
 

 
 

令和３年度障害者を対象とする東京消防庁職員Ⅲ類採用選考の 

権限の委任並びに基準及び方法の承認について 
 
 
 
 
 

令和３年１月20日付２人人第1814号により消防総監から申請のあったこのことについ

て、申請のとおり権限を委任し、選考の基準及び方法を承認する。 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



項  目 内             容 

１ 概  要 令和３年度障害者を対象とする東京消防庁職員Ⅲ類採用選考について、職員の競

争試験及び選考の委任に関する規則第４条に基づき消防総監に委任し、同規則第５

条第１項の規定に基づき選考の基準及び方法を承認する。 

２ 委任理由 １ 募集段階から東京消防庁で独自の募集活動を行うことにより、東京消防庁に理

解のある有用な人材を確保できる。 

２ 第１次選考の一部の問題、第２次選考の評定等独自の視点で選考が実施でき、

東京消防庁に適した人材が確保できる。 

３ 職員の採用を、計画的に責任を持って実施することは、東京消防庁にとって組

織人事管理上からも好ましく、職員全体のモラールの向上に寄与する。 

３ 受験資格  

  及  び  

  選考方法 

 

区  分 Ⅲ類事務 

主な受験資格 18歳以上40歳未満で、以下のいずれかに該当する人 

・身体障害者手帳の交付を受けている人 

・都道府県知事又は政令指定都市市長が発行する療育手

帳の交付を受けている人 

・児童相談所等により知的障害者であると判定された人 

・精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている人 

第１次選考 ・教養試験 

・作文 

第２次選考 ・口述試験（個別面接） 

・身体検査 

 ※ 年齢は、試験を行う日の属する年度の３月31日における年齢を示す。 

４ 採用予定数                        （単位：人） 

選考区分 令和３年度予定数 対前年増減 

 Ⅲ 類  事 務 １ ±０ 
 

５ 申込受付期間 インターネット：７月８日（木）から８月６日（金）17時まで 

６ 選 考 日 
 

第１次選考日 第１次合格発表日 第２次選考日 最終合格発表 

９月12日(日) ９月27日(月) 10月８日(金) 10月22日（金） 

 ※ 下線部分は人事委員会と同一日。 

 









第64号議案 
令和３年２月４日 

試 験 課 

 

 

 

 

令和３年度東京都職員（看護師、助産師）採用選考の 

実施権限の委任について 

 

 

 

 

 

令和３年１月19日付２総人人第1878号により都知事から申請のあった標記の件について、

採用選考の実施権限を任命権者に委任する。 

 

 



 
項  目 内           容 

１ 概  要  令和３年度東京都職員（看護師、助産師）採用選考の実施について、職員の競争試験及び

選考の委任に関する規則第４条の規定に基づき任命権者に委任し、同規則第５条第１項の規

定に基づき選考基準及び方法を承認する。 

２ 委任理由 看護系職種の人材不足が深刻化している現下の情勢において、都立病院や療育医療センタ

ー等の医療体制を確保するためには、看護系職種の供給動向を見据え、適切に人材確保を行

う必要がある。 

このため、養成機関や医療現場と深い関係を有している任命権者が直接選考を行うこと

で、より機動的かつ効果的に選考を実施できることが見込めることから、平成22年度より東

京都職員看護師、助産師採用選考について、任命権者に実施権限の全部委任を行い実施して

きたところである。 

令和３年度も、より機動的かつ効果的な選考を実施し、市場流動性の高い看護師、助産師

を適宜確保していくため、東京都職員看護師、助産師採用選考の実施権限について、任命権

者に全部委任を行う。 

３ 選考基準 

及  び 

方  法 

（１）選考基準 

職種 採用区分 主な受験資格 

看護師 

助産師 

看護師採用選考〈免許取得見込者〉 昭和52年４月２日以降に生まれた

人で、当該免許を取得する見込の人

※ 助産師採用選考〈免許取得見込者〉 

看護師採用選考〈免許取得者〉 昭和37年４月２日以降に生まれた

人で、当該免許を有する人 
助産師採用選考〈免許取得者〉 

  

（２）方法 

職種 採用区分 選考方法 

看護師 

助産師 

看護師採用選考〈免許取得見込者〉 ・筆記（小論文） 

・面接 
助産師採用選考〈免許取得見込者〉 

看護師採用選考〈免許取得者〉 ・書類選考 

・筆記（小論文） 

・面接 助産師採用選考〈免許取得者〉 
 

４ 採用予定者数  実施の都度、任命権者において算定した需要数に基づき決定する。 

６ 選 考 日 程  必要に応じ、複数回実施。 

 なお、実施予定については別紙申請文のとおり。   
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東京都人事委員会 殿 
 
 
                                                 東 京 都 知 事 

                                 小 池 百 合 子 

（ 公 印 省 略 ）  

 

令和３年度東京都職員（看護師・助産師）採用選考の実施権限の委任等について（申請） 

 

 標記の件について、令和３年度に実施する東京都職員（看護師、助産師）採用選考の実施権限

を委任していただきたく、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１ 採用選考 

（１）委任を受けたい職種及び採用区分並びに委任の範囲 

職種 採用区分 委任の範囲 

看護師 

助産師 

看護師採用選考〈免許取得見込者〉 

募集から最終合格発表まで 
助産師採用選考〈免許取得見込者〉 

看護師採用選考〈免許取得者〉 

助産師採用選考〈免許取得者〉 

（２）委任を受けたい理由 

看護系職種の人材不足が深刻化している現下の情勢において、都立病院や療育医療センタ

ー等の医療体制を確保するためには、看護系職種の供給動向を見据え、適切に人材確保を行

う必要がある。 

このため、平成２２年度より、採用選考の実施権限について全部委任を受け実施してきた

ところである。 

今後も引き続き、市場流動性の高い看護師、助産師を適宜確保していくために、採用選考

の実施権限について全部委任を受ける事により、機動的かつ効果的な選考を実施できること

が見込まれるため。 

 



 

（３）根拠規定 

   職員の競争試験及び選考の委任に関する規則第４条（権限の委任） 

（４）受験資格及び方法 

職種 採用区分 主な受験資格 選考方法 

看護師 

助産師 

看護師採用選考〈免許取得見込者〉 
昭和 52 年４月２日以

降に生まれた人で、当

該免許を取得する見

込の人 

・筆記（小論文） 

・面接 

助産師採用選考〈免許取得見込者〉 

看護師採用選考〈免許取得者〉 昭和 37 年４月２日以

降に生まれた人で、当

該免許を有する人 

・書類選考 

・筆記（小論文） 

・面接 助産師採用選考〈免許取得者〉 

（５）選考日程（予定） 

  ① 病院経営本部配属予定分（一部、福祉保健局配属予定分も含む。） 

 ア 免許取得見込者 

職種 会場 選考日 申込受付期間 合格発表日 

看護師 

助産師 
東京① 

令和３年５月 22日（土）・

５月 23 日（日） 

令和３年 

４月 20 日（火）から

５月６日（木）まで 

令和３年６月下旬 

看護師 東京② 
令和３年７月 17日（土）・ 

７月 18 日（日） 

令和３年 

６月 21 日（月）から

７月２日（金）まで 

令和３年８月中旬 

   ※ 上記以外は、欠員の状況に応じて実施する。 

イ 免許取得者 

   欠員の状況に応じて実施する。 

② 福祉保健局配属予定分 

  必要に応じて年複数回実施 

（６）採用予定者数 

   実施の都度、算定した需要数に基づき決定する。 
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